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2019 年度（令和元年度）医療法人の経営状況について 
 

福祉医療機構のデータに基づき、2019 年度（令和元年度）の医療法人の経営状況について分析を

行った。 

収支は増収減益となり、事業収益対事業利益率は 2.0％と前年度の 2.1％から 0.2 ポイント低下し

た。一方で、経常赤字の法人割合は 22.4％と前年度の 24.8％から縮小（△2.4 ポイント）した。 

医療法人のうち社会医療法人の経営状況をみると、事業収益対事業利益率は 1.3％となり前年度か

ら低下した。社会医療法人は他の医療法人よりも事業規模は大きいが事業収益対事業利益率は低く、

赤字法人の割合も 27.0％でやや高い状況にあった。 

実施事業別に分けて経営状況をみると、病院主体医療法人の経営状況は全体の傾向と同じく事業収

益対事業利益率が低下したのに対し、老健主体医療法人の事業収益対事業利益率は上昇した。 

病院主体の医療法人は、2015 年度以降大規模法人を中心に多くの法人で事業収益を増加させてい

た。とくに 1 床当たり病院事業収益の高い医療法人において増収となった法人が多くみられた。医療

法人の運営する病床数はやや減少したが、介護保険施設を運営する法人や定員数は増加した。 

 

はじめに 

福祉医療機構（以下「機構」という。）では、

毎年度、貸付先の経営状況について調査を行っ

ており、このほど、貸付先より提出された財務

諸表データを用いて、2019 年度の医療法人1の

経営状況について、1,214 法人を対象に分析を

行った。 

本稿では、2018 年度との比較のほか、社会医

療法人の経営状況、医療法人の実施事業別での

経営状況の比較や事業展開の状況の調査を行っ

た。 

 

1 サンプルの属性 

1.1 実施事業 

2020 年 3 月 31 日時点で全国に 55,674 の医

療法人が存在しているが、その多くは診療所の

運営を主体とする一人医師医療法人である2。一

                                                   
1 分析対象の医療法人は、医療法第 39 条に基づく医療法人であり、社会医療法人や特定医療法人を含む 
2 厚生労働省調べ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/igyou/index.html 
3 主体事業の判定は、事業収益のうち収益額が 50%を超える事業（50％を超える事業がない場合は複合事業） 

方、本稿で扱う医療法人は、機構の貸付先の構

成から、病院事業を主体3とする医療法人が多く

を占めている。図表 1 のとおり、病院事業主体

が 67.7％となり、介護老人保健施設（以下「老

健」という。）事業主体が 23.4％、診療所事業

主体法人は 3.5％であった。 

 

（図表 1）医療法人の実施事業別構成割合 

 
注）数値は四捨五入しているため、内訳の合計が一致しない場合

がある（以下、記載がない場合は同じ） 

資料出所：福祉医療機構（以下、記載がない場合は同じ） 
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/igyou/index.html
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1.2 設立経過年数 

医療法人制度は、1950 年に創設され 2020 年

で 70 周年を迎えたところである。本稿の対象と

した医療法人の設立経過年数別の構成割合は、

20 年以上 30 年未満が 28.0％ともっとも多く、

次いで 30 年以上 40 年未満が 20.7％を占め、設

立 30 年前後が多い状況4である（図表 2）。 

 

（図表 2）医療法人の設立経過年数（構成割合） 

 

2 2019 年度の決算状況 

【増収したものの事業収益対事業利益率は

やや低下。赤字割合は若干縮小】 

2019 年度の医療法人の事業収益対事業利益

率（以下「事業利益率」という。）は、前年度よ

り 0.2 ポイント低下し 2.0%となった（図表 3）。

また、経常収益対経常利益率（以下「経常利益

率」という。）も同様に低下し 2.5％となった。

2019 年度は 10 月の消費税増税対応に伴う診療

報酬のプラス改定もあって事業収益は増加した

ものの、人件費率・医療材料費率がそれぞれ 0.1

ポイント上昇するなど、一層の費用増となった

ことが背景とみられる。一方で、赤字割合につ

いては前年度より縮小して 22.4％であった。財

務状況については、前年度からおおむね横ばい

で推移した。 

 

（図表 3）2018 年度・2019 年度 医療法人の経営状況（平均） 

注）繰延資産は記載略（以下同じ） 

                                                   
4 全国の医療法人数は増加が続いており、10 年未満の法人も実際には診療所主体を中心に一定割合存在している 
5 経常利益が 0 円未満を赤字とした 

0.7%
11.3%

28.0%

20.7%
13.3%

10.6%

15.4%

10年未満

10～19年

20～29年

30～39年

40～49年

50～59年

60年以上

n=1,214

区  分 
2018 年度 

n=1,248 

2019 年度 

n=1,214 

差 

（2019‐2018） 

従事者数 人 378.1 391.1 12.9 

事業収益 千円 3,455,425 3,596,507 141,082 

事業費用 千円 3,381,621 3,525,583 143,962 

事業利益 千円 73,805 70,924 △2,880 

事業収益対人件費率 ％ 58.0 58.2 0.1 

事業収益対医療材料費率 ％ 12.0 12.0 0.1 

事業収益対給食材料費率 ％ 3.0 3.0 0.0 

事業収益対経費率 ％ 20.4 20.3 △0.1 

事業収益対減価償却費率 ％ 4.5 4.5 0.0 

事業収益対事業利益率 ％ 2.1 2.0 △0.2 

経常収益対経常利益率 ％ 2.7 2.5 △0.2 

経常収益対支払利息率 ％ 0.7 0.6 △0.0 

従事者 1 人当たり事業収益 千円 9,138 9,196 59 

従事者 1 人当たり人件費 千円 5,303 5,349 46 

流動資産 千円 1,336,904 1,324,518 △12,386 

固定資産 千円 2,780,672 2,870,615 89,943 

流動負債 千円 721,365 716,229 △5,136 

固定負債 千円 1,848,287 1,885,386 37,099 

純資産 千円 1,557,318 1,597,632 40,314 

流動比率 ％ 185.3 184.9 △0.4 

純資産比率 ％ 37.7 38.0 0.3 

借入金比率 ％ 57.7 55.9 △1.8 

赤字5割合 ％ 24.8 22.4 △2.4 
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3 社会医療法人の決算状況 

【社会医療法人の事業収益対事業利益率は

1.3％で前年度より低下】 

社会医療法人は、2006 年の第 5 次医療法改正

において、地域住民にとって不可欠な救急医療

等確保事業（5 事業）を担う公益性の高い医療法

人として制度化された法人であり、2020 年 10

月 31 日時点で 325 法人が認定されている。本

稿で扱う 2019 年度のデータでは、医療法人全

体（1,214 法人）のうち 115 法人が社会医療法

人であった。 

図表 4 は社会医療法人を抽出して直近 2 か年

の経営指標を算出したものである。同一サンプ

ルでないことや、2019 年度に新規に認定された

法人もあったため、従事者数や収益・費用額、資

産・負債額などが減少しているのは必ずしもト

レンドを示すものではないが、図表 3 で示した

医療法人全体の数値と比較すると 2 倍超の水準

にあり経営規模は大きい法人群であるといえる。 

2019 年度の収支状況をみると、前年度からや

や悪化しており、事業利益率は 0.4 ポイント低

下の 1.3％、経常利益率は 0.2 ポイント低下の

1.8％であった。また、赤字割合は 27.0％で前年

度から縮小したものの、医療法人全体と比較す

るとやや高い水準にあった。 

社会医療法人の従事者 1 人当たり事業収益は

10,000 千円を超え、従事者 1 人当たり人件費も

高い。また、事業収益対医療材料費率（以下「医

療材料費率」という。）は 15.9％と、医療法人

全体の水準と比較すると約 4 ポイント上回って

いる。社会医療法人の多くは、救急医療等を担

う急性期病院を運営しており、これらの急性期

病院の収支状況の特徴が表れているとみられる。 

 

（図表 4）2018 年度・2019 年度 社会医療法人の経営状況（平均） 

区  分 
2018 年度 

n=106 

2019 年度 

n=115 

差 

（2019‐2018） 

従事者数 人 832.6 798.1 △34.6 

事業収益 千円 8,451,558 8,063,620 △387,938 

事業費用 千円 8,314,301 7,961,990 △352,311 

事業利益 千円 137,257 101,629 △35,627 

事業収益対人件費率 ％ 58.1 58.5 0.4 

事業収益対医療材料費率 ％ 16.0 15.9 △0.1 

事業収益対給食材料費率 ％ 2.1 2.3 0.2 

事業収益対経費率 ％ 17.4 17.1 △0.3 

事業収益対減価償却費率 ％ 4.8 4.9 0.2 

事業収益対事業利益率 ％ 1.6 1.3 △0.4 

経常収益対経常利益率 ％ 2.0 1.8 △0.2 

経常収益対支払利息率 ％ 0.6 0.5 △0.0 

従事者 1 人当たり事業収益 千円 10,150 10,104 △46 

従事者 1 人当たり人件費 千円 5,895 5,907 12 

流動資産 千円 2,902,097 2,656,036 △246,061 

固定資産 千円 6,350,232 6,167,563 △182,669 

流動負債 千円 1,942,104 1,786,496 △155,608 

固定負債 千円 4,561,681 4,465,722 △95,959 

純資産 千円 2,754,549 2,574,651 △179,898 

流動比率 ％ 149.4 148.7 △0.8 

純資産比率 ％ 29.8 29.2 △0.6 

借入金比率 ％ 55.7 56.8 1.1 

赤字割合 ％ 29.2 27.0 △2.3 

注）図表 3 の医療法人のうち社会医療法人を抽出して再集計したもの 
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社会医療法人は、公益性の高い医療を実施し、

場合によっては採算性が低い分野を担う一方で、

本来業務については法人税等の非課税措置が設

けられているほか、社会福祉事業や一定の収益

業務を行うことができることとされている。実

際、病院を主体とする社会医療法人の実施事業

数は 10.2 となっており、同じく病院主体の医療

法人（社会医療法人以外）の 5.1 と比較すると

ほぼ 2 倍であった（図表 5）。社会医療法人の

方が収益規模は大きく、事業展開する財務的な

余力が大きいことが要因として挙げられるが、

病院数にさほど違いはなく、介護保険施設やそ

の他の事業の区分で他の医療法人よりも実施事

業数が多いことから、社会医療法人制度の特色

を踏まえた事業展開がなされているといえるだ

ろう。 

 

 

（図表 5）2019 年度 病院主体医療法人の実施

事業数（平均） 

区  分 
社会医療法人 

n=114 

医療法人 

（社会医療法人 

以外）n=708 

病院 1.6 1.4 

診療所（一般・歯科） 1.4 0.5 

介護保険施設 3.7 2.0 

有料老人ホーム 

（サ高住含む） 
0.3 0.2 

保育所 0.1 0.0 

児童福祉施設 0.0 0.0 

障害福祉サービス 0.3 0.2 

その他（本部含む） 2.5 0.7 

合計 10.2 5.1 

注）介護保険施設には、老人福祉法に基づく措置施設および有料

老人ホームは含まれない（以下、記載がない場合は同じ） 

 

4 実施事業別の経営状況 

【病院主体医療法人は事業利益率 1.7％、赤

字割合が 23.6％。老健主体や複合事業の医

療法人の経営状況は比較的良好】 

医療法人の経営状況について、主な実施事業

別に 2019 年度の状況を整理した（図表 6）。 

 

（図表 6）2019 年度 医療法人の経営状況 実施事業別（平均） 

区  分 
病院主体 老健主体 診療所主体 その他介護 複合事業 

n=822 n=284 n=43 n=10 n=55 

従事者数 人 473.4 195.5 88.8 140.2 452.3 

事業収益 千円 4,510,548 1,426,944 830,963 1,020,621 3,769,072 

事業費用 千円 4,433,003 1,375,760 803,911 993,491 3,652,914 

事業利益 千円 77,545 51,184 27,052 27,131 116,159 

事業収益対人件費率 ％ 58.4 57.4 47.8 54.2 56.8 

事業収益対医療材料費率 ％ 13.1 4.5 12.8 5.1 8.2 

事業収益対給食材料費率 ％ 2.8 5.1 2.2 5.5 3.1 

事業収益対経費率 ％ 19.5 24.8 29.3 27.1 25.0 

事業収益対減価償却費率 ％ 4.5 4.5 4.6 5.5 3.8 

事業収益対事業利益率 ％ 1.7 3.6 3.3 2.7 3.1 

経常収益対経常利益率 ％ 2.3 3.8 4.0 2.6 3.5 

経常収益対支払利息率 ％ 0.6 0.8 0.6 1.5 0.8 

従事者 1 人当たり事業収益 千円 9,528 7,298 9,357 7,281 8,334 

従事者 1 人当たり人件費 千円 5,567 4,192 4,473 3,943 4,731 

流動資産 千円 1,648,363 556,576 338,471 379,378 1,392,637 

固定資産 千円 3,479,081 1,411,411 643,525 1,494,762 3,302,943 

流動負債 千円 916,428 225,764 126,072 279,494 797,539 

固定負債 千円 2,287,843 903,204 474,968 1,113,703 2,185,096 

純資産 千円 1,928,586 840,465 381,706 481,053 1,714,749 

流動比率 ％ 179.9 246.5 268.5 135.7 174.6 

純資産比率 ％ 37.6 42.7 38.8 25.7 36.5 

借入金比率 ％ 54.0 67.1 61.4 121.7 64.4 

赤字割合 ％ 23.6 20.1 27.9 30.0 10.9 
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本稿対象のなかで多数を占める病院主体医療

法人は、事業規模がもっとも大きく、事業収益

は約 45 億円、総資産は約 51 億円であった。事

業収益対人件費率（以下「人件費率」という。）

や医療材料費率が他区分に比べて高く、事業利

益率は 1.7％、赤字割合は 23.6％であった。 

老健主体医療法人は、医療材料費率が 4.5％と

低く、事業利益率は各区分のなかでもっとも高

い 3.6％、赤字割合は 20.1％であった。同様に、

病院や老健、その他事業を複合的に実施してい

る複合事業医療法人も、事業利益率は 3.1％、赤

字割合は 10.9％であり、これらは他の区分と比

較して経営は安定的であった。 

診療所主体医療法人や、その他介護事業を主

たる事業とする医療法人は、事業規模が小さく、

事業利益率は 3％前後であるが、赤字割合はそ

れぞれ 27.9％、30.0％と比較的高い水準にあり、

経営状況に差がみられる法人群であることがう

かがえる。 

以降の節では、病院主体医療法人と老健主体

医療法人について経営状況を詳説したい。 

4.1 病院主体医療法人 

4.1.1 2018 年度・2019 年度の経営状況 

【病院主体医療法人は増収減益により事業

利益率は前年度からやや低下】 

病院主体医療法人の 2019 年度の経営状況を

把握するため、2018 年度と 2019 年度で比較可

能なデータを有する 745 の病院主体医療法人を

抽出し、2 か年の経営指標を比較した（図表 7）。 

事業収益は前年度の 43.4 億円から 44.5 億円

（対前年度 1.1 億円増）に増加し、2.6％の増収

となった。しかしながら、事業費用は増収幅を

上回って増加（対前年度 1.2 億円増）したため、

事業利益は減少した。このため、事業利益率は

前年度から 0.1 ポイント低下の 1.8％となった。

費用増の内訳は、従事者 1 人当たり人件費の増

加もみられたが、医療材料費率が 0.2 ポイント

上昇したのが大きかった。消費税の増税に加え、

とくに急性期病院においては、手術件数の増加6

に伴って高額な医薬品や医療材料の使用量も増

加したという病院も少なくなかった模様だ。 

 

 

（図表 7）2018 年度・2019 年度 病院主体医療法人の経営状況 （同一法人・平均） 

区  分 
2018 年度 2019 年度 差 

n=745 n=745 （2019‐2018） 

従事者数 人 459.7 468.3 8.6 

事業収益 千円 4,336,118 4,449,514 113,397 

事業費用 千円 4,252,185 4,369,034 116,848 

事業利益 千円 83,932 80,481 △3,452 

事業収益対人件費率 ％ 58.4 58.4 △0.0 

事業収益対医療材料費率 ％ 12.8 13.0 0.2 

事業収益対給食材料費率 ％ 2.8 2.8 0.1 

事業収益対経費率 ％ 19.6 19.5 △0.1 

事業収益対減価償却費率 ％ 4.5 4.5 △0.0 

事業収益対事業利益率 ％ 1.9 1.8 △0.1 

経常収益対経常利益率 ％ 2.5 2.4 △0.2 

従事者 1 人当たり事業収益 千円 9,433 9,502 68 

従事者 1 人当たり人件費 千円 5,507 5,547 40 

流動比率 ％ 181.2 181.4 0.2 

純資産比率 ％ 37.1 38.1 1.0 

借入金比率 ％ 55.6 53.4 △2.2 

赤字割合 ％ 22.7 23.0 0.3 

                                                   
6 急性期一般入院料 1 をおもに算定する病院では、2019 年度の手術件数は前年度比 3.1％増加した 
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なお、流動比率や純資産比率などの財務関連

指標はこの 2 か年ではさほど変化はなく、事業

収益に対する借入金残高の割合を示す借入金比

率も、事業収益の増加と借入金残高の減少によ

り数値はやや改善した。 

 

4.1.2 黒字・赤字法人別の経営状況 

【介護保険施設の運営有無別に黒字法人・

赤字法人を比較。ともに黒字法人は事業利

益率 3％程度。赤字法人は収益面に課題】 

次に病院主体医療法人を、黒字法人と赤字法

人に分けてその特徴をみていきたい。特徴をみ

るうえで、病院主体医療法人を 2 群に分けた。

図表 6 で明らかなように、実施事業によってそ

の経営状況には差異があり、病院主体医療法人

のなかでも介護保険施設を運営している法人と

運営していない法人では、経営指標や事業規模

に差があることが想定されるためである。 

分析対象の 822 の病院主体医療法人のうち、

介護保険施設を運営している法人は 536 法人で

65.2％を占めた（図表 8）。なお、当該法人が運

営する介護保険施設数は、平均で 3.5 か所であ

った。 

 

（図表 8）病院主体医療法人のうち介護保険施

設の運営の有無 

 

 

この 2 群について、それぞれ黒字法人・赤字

法人の経営指標に加え、実施している事業数・

病院の病床数・介護保険施設の定員数を集計し

たものが図表 9 である。 

（ⅰ）介護保険施設を運営していない法人 

介護保険施設を運営していない法人にあって

は、286 法人中 213 法人（74.5％）が黒字とな

っており、赤字法人割合は 25.5％であった。赤

字法人の方が実施事業数がやや多いものの、病

院に限ればさほど違いはなく、病床数や事業収

益はほぼ同じ水準であった。従事者 1 人当たり

事業収益をみると、赤字法人は黒字法人より

372 千円低い。従事者数や従事者 1 人当たり人

件費の水準は赤字法人の方がやや高いことを踏

まえると、赤字法人は病床機能や従事者に見合

った必要な収益を十分には確保できていない状

況がうかがえる。経費率や材料費率等がおしな

べて高くなっている点もその結果であると考え

られる。 

黒字法人の事業利益率は 3.1%、人件費率は

56.4％、医療材料費率は 14.6%であった。財務

指標では、黒字法人の借入金比率は 56.9％であ

った一方、赤字法人では 87.6%と高く、設備投

資直後の法人も含まれるとは思うが、黒字法人

とは 30 ポイント以上の差がみられた。なお、赤

字法人の経常収益対支払利息率は 0.9％と黒字

法人より 0.3 ポイント高いことも、赤字法人の

借入金の多さによるものと考えられる。 

 

（ⅱ）介護保険施設を運営する法人 

介護保険施設を運営する法人では、536 法人

中 415 法人（77.4％）が黒字となっており、赤

字法人割合は 22.6％であった。介護保険施設を

運営する法人は、介護保険施設を運営していな

い法人と比べると事業規模は大きいが、介護保

険施設だけでなく病院の運営規模もより大きく、

病院数で平均 1.6 病院、合計病床数で 300 床前

後を有している。 

黒字法人の実施事業の特徴は、赤字法人と比

べて、介護保険施設数が 0.7 か所、定員数が 21.4

人多いことと、病院の病床数も 15.9 床多い点で

あった。このため事業運営規模は黒字法人の方

65.2%

34.8%
介護保険施設

運営あり

介護保険施設

運営なし

n=822
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がやや大きく、事業収益は高かった。黒字法人

の事業利益率は 3.0％、人件費率は 58.4％、医

療材料費率は 12.4％であった。 

赤字法人は黒字法人と比べて実施事業数は少

なく、とくに介護保険施設数は 0.7 か所の差が

あった。確かに介護保険施設を複数実施するこ

とで経営が安定的になるという側面はあるだろ

う。病院事業の損失を複数の老健の利益で補う

という法人も実際にいくつかある。しかしなが

ら、主たる事業である病院事業の課題から目を

背けていいわけではない。赤字法人の従事者 1

人当たり事業収益は 9,328 千円と、黒字法人よ

り 111 千円低かったことは、前述した介護保険

施設を運営していない法人の場合と同様に、事

業収益の過半を占める病院事業において十分な

収益確保に至っていない状況が考えられる。そ

の課題解決には、運営する病院の医療機能によ

り個別に突き詰めていくことが必要となるが、

地域の医療ニーズの変化と自院の機能との関係

を見極め、収益確保に必要な取組を進めるのか、

あるいは機能転換やダウンサイズ等も含めた選

択肢を検討するか、こうした検証・判断を不断

に続けていくことが求められる。 

 

（図表 9）2019 年度 病院主体医療法人の経営状況（介護保険施設運営有無別・黒字赤字別・平均） 

区  分 

介護保険施設運営なし 介護保険施設運営あり 

黒字法人 赤字法人 差 黒字法人 赤字法人 差 

n=213 n=73 (黒字－赤字) n=415 n=121 (黒字－赤字) 

実施事業数 - 2.1 2.5 △0.4 7.9 7.3 0.6 

うち病院数 - 1.1 1.3 △0.1 1.6 1.6 0.0 

うち診療所数 - 0.4 0.3 0.1 0.7 0.8 △0.1 

うち介護保険施設数 - - - - 3.6 2.9 0.7 

保有病床数（病院） 床 199.7 196.2 3.5 313.5 297.6 15.9 

保有定員数（介護保険施設） 人 - - - 143.3 121.9 21.4 

従事者数 人 253.3 263.5 △10.2 595.6 568.5 27.1 

事業収益 千円 2,562,253 2,567,222 △4,970 5,621,305 5,302,994 318,311 

事業費用 千円 2,482,954 2,657,658 △174,705 5,454,630 5,432,884 21,745 

事業利益 千円 79,299 △90,436 169,735 166,675 △129,891 296,566 

事業収益対人件費率 ％ 56.4 59.9 △3.6 58.4 59.7 △1.3 

事業収益対医療材料費率 ％ 14.6 14.7 △0.1 12.4 13.9 △1.5 

事業収益対給食材料費率 ％ 2.5 2.9 △0.4 2.8 2.9 △0.0 

事業収益対経費率 ％ 19.1 20.2 △1.1 19.2 20.5 △1.3 

事業収益対減価償却費率 ％ 4.3 5.8 △1.6 4.2 5.4 △1.2 

事業収益対事業利益率 ％ 3.1 △3.5 6.6 3.0 △2.4 5.4 

経常収益対経常利益率 ％ 3.7 △3.3 7.0 3.6 △2.1 5.7 

経常収益対支払利息率 ％ 0.6 0.9 △0.3 0.5 0.7 △0.2 

従事者 1 人当たり事業収益 千円 10,116 9,743 372 9,438 9,328 111 

従事者 1 人当たり人件費 千円 5,701 5,840 △139 5,515 5,572 △58 

流動資産 千円 1,029,814 874,549 155,264 2,138,835 1,521,865 616,969 

固定資産 千円 2,125,264 2,517,965 △392,702 4,141,613 4,169,772 △28,159 

流動負債 千円 484,750 624,389 △139,638 1,117,507 1,162,861 △45,355 

固定負債 千円 1,351,582 2,084,122 △732,540 2,557,792 3,133,019 △575,227 

純資産 千円 1,321,988 693,323 628,665 2,611,300 1,400,101 1,211,199 

流動比率 ％ 212.4 140.1 72.4 191.4 130.9 60.5 

純資産比率 ％ 41.9 20.4 21.5 41.5 24.6 17.0 

借入金比率 ％ 56.9 87.6 △30.7 48.0 63.3 △15.2 
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4.2 老健主体医療法人 

4.2.1 2018 年度・2019 年度の経営状況 

【老健主体医療法人の事業収益対事業利益

率は前年度より上昇】 

老健主体医療法人の 2019 年度の経営状況の

傾向を把握するため、2018 年度と 2019 年度で

比較可能なデータを有する 230 の法人を抽出し、

2 か年の経営指標を比較した（図表 10）。なお、

老健主体法人は、事業収益の過半が老健であり、

その他には診療所を運営している法人が大多数

である。一部に病院の運営法人もあるが、この

場合の病院は 100 床前後の小規模病院がほとん

どである。 

2019 年度は介護報酬改定の影響もあり、事業

収益は前年度の 13.9 億円から 14.2 億円（対前

年度 0.3億円増）に増加、1.9％の増収となった。

一方、事業費用の増加はその半分程度にとどま

ったため、事業利益率は 3.7％となり前年度から

0.9 ポイント上昇した。また、赤字割合は 3.0 ポ

イント縮小し 20.0％となり、経営状況は改善傾

向がみられる。 

 

（図表 10）2018 年度・2019 年度 老健主体医療法人の経営状況 （同一法人・平均） 

区  分 
2018 年度 2019 年度 差 

n=230 n=230 （2019‐2018） 

従事者数 人 186.1 189.0 2.8 

事業収益 千円 1,390,078 1,416,344 26,266 

事業費用 千円 1,350,429 1,363,694 13,266 

事業利益 千円 39,649 52,649 13,000 

事業収益対人件費率 ％ 57.2 57.2 0.0 

事業収益対医療材料費率 ％ 5.0 4.6 △0.4 

事業収益対給食材料費率 ％ 5.3 5.3 △0.1 

事業収益対経費率 ％ 24.7 24.6 △0.2 

事業収益対減価償却費率 ％ 4.9 4.6 △0.3 

事業収益対事業利益率 ％ 2.9 3.7 0.9 

経常収益対経常利益率 ％ 3.2 3.9 0.7 

従事者 1 人当たり事業収益 千円 7,468 7,495 28 

従事者 1 人当たり人件費 千円 4,273 4,289 16 

流動比率 ％ 253.7 255.4 1.7 

純資産比率 ％ 40.9 43.0 2.1 

借入金比率 ％ 70.6 65.9 △4.6 

赤字割合 ％ 23.0 20.0 △3.0 

 

4.2.2 黒字・赤字法人別の経営状況 

【黒字法人の事業利益率は 4.7％、赤字法人

と比較すると事業規模が大きい】 

老健主体医療法人の 2019 年度データについ

て、黒字法人と赤字法人に分けて比較した（図

表 11）。 

黒字法人は、赤字法人と比較すると介護保険

施設数が 1.3 か所、定員数で 64.8 人多く、事業

規模が比較的大きかった。黒字法人の事業利益

率は 4.7％、人件費率は 57.0％、経費率は 24.3％

であり、赤字法人は、従事者 1 人当たり事業収

益の差にみられるように、収益面に課題がある

点は前節の病院主体医療法人のケースと同様で

ある。 

収益面の課題について、その要因は法人によ

り様々であると思うが、老健に係る政策の方向

性である在宅復帰・在宅療養支援機能を高め在

宅強化型等の施設類型を目指していくことや、

次回介護報酬改定で新たに評価される、利用者

データ（ADL、栄養、口腔、認知症等に関する

基本的な情報）の提出とケアプラン等への活用、

入所者の廃用や寝たきりの予防を支援する計画
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策定とケアの実施等への対応などを進めていく

ため、自施設において障壁となっている部分を

把握・対処することが求められる。また、これら

に対応する人材の確保も重要であり、配分ルー

ルが柔軟になる介護職員等特定処遇改善加算も

未算定の施設では活用していきたい。 

（図表 11）2019 年度 老健主体医療法人の経営状況（黒字赤字別・平均） 

区  分 
黒字法人 赤字法人 差 

n=227 n=57 （黒字‐赤字） 

実施事業数 - 6.1 4.6 1.5 

うち病院数 - 0.2 0.2 △0.0 

うち診療所数 - 0.7 0.7 0.0 

うち介護保険施設数 - 4.2 2.9 1.3 

保有定員数（介護保険施設） 人 203.0 138.2 64.8 

従事者数 人 208.0 145.8 62.2 

事業収益 千円 1,539,160 980,047 559,113 

事業費用 千円 1,466,500 1,014,389 452,111 

事業利益 千円 72,660 △34,342 107,002 

事業収益対人件費率 ％ 57.0 60.0 △3.0 

事業収益対医療材料費率 ％ 4.4 5.7 △1.3 

事業収益対給食材料費率 ％ 5.1 5.5 △0.4 

事業収益対経費率 ％ 24.3 27.4 △3.0 

事業収益対減価償却費率 ％ 4.5 5.0 △0.5 

事業収益対事業利益率 ％ 4.7 △3.5 8.2 

経常収益対経常利益率 ％ 4.9 △3.4 8.4 

経常収益対支払利息率 ％ 0.8 1.2 △0.4 

従事者 1 人当たり事業収益 千円 7,400 6,721 680 

従事者 1 人当たり人件費 千円 4,220 4,033 187 

流動資産 千円 612,490 333,899 278,591 

固定資産 千円 1,503,685 1,043,931 459,755 

流動負債 千円 243,444 155,355 88,089 

固定負債 千円 934,342 779,199 155,143 

純資産 千円 939,886 444,526 495,360 

流動比率 ％ 251.6 214.9 36.7 

純資産比率 ％ 44.4 32.2 12.1 

借入金比率 ％ 64.3 85.2 △20.9 

 

5 近年の医療法人の事業展開状況 

【1 床当たり病院事業収益の高い法人にお

いて増収傾向が強い。病床数はやや減少、介

護保険施設の定員数は増加】 

近年の病院を取り巻く政策環境を振り返ると、

2014 年に医療介護総合確保推進法が成立して

医療法が改正され、2015 年から地域医療構想の

策定、2016 年以降は順次地域医療構想調整会議

により医療需要の見通しと各医療機関の医療機

能を踏まえた地域の病床機能の調整等が行われ

てきたところであり、医療法人が事業展開して

いく上ではこうした地域ニーズを基にした判断

というのが今まで以上に重視されてきた。本章

では病院主体医療法人の近年の事業収益の変化

に基づき、事業展開等の状況について振り返る

こととしたい。 

本章では、2015 年度および 2019 年度で比較

可能なデータを有する病院主体医療法人とし、

該当した 544 法人を抽出した。なお、事業収益

が 500 億円を超える極めて大規模な法人は本集

計からは除外している。 

対象法人について、2015 年度の事業収益額が

低い法人から順に横軸に並べ、当該法人の 2015

年度および 2019年度の事業収益を図表 12 にま
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とめた。この期間中、診療報酬・介護報酬とも基

本的にはプラス改定が続き全体の収益規模は拡

大していることが予想されたが、両年度の収益

差に着目すると、実際にプラスとなった法人が

多い状況がみてとれる。とくに事業収益 100 億

円付近のグラフをみると、2019 年度の事業収益

は上振れが顕著であり、大規模な法人において

はその増収額も大きい。この結果、事業収益が

100 億円を超える法人は 2015 年度では 33 法人

であったが、2019 年度は 44 法人に増加してい

た。金額規模でみると大規模法人の増収のイン

パクトが大きくみえるが、規模の小さい法人で

も着実に増収しているところは多く、544 法人

中 370 法人（68.0％）が増収した。 

なお、増収の一方で、事業費用も増加してお

り、事業利益率でみると、2015 年度は 2.6％で

あったところ、2019 年度は 2.0％となっており、

経営状況は厳しくなっているという点は付記さ

せていただく。 

（図表 12）2015 年度・2019 年度 病院主体医業法人の事業収益（2015 年度事業収益順） 

 
注）2015 年度事業収益‐平均値 37.8 億円、中央値 24.5 億円 

2019 年度事業収益‐平均値 40.9 億円、中央値 25.9 億円 
 

次に、法人が運営する病院機能の視点から事

業規模の状況をみていく。病院主体の医療法人

といっても運営病院の医療機能はさまざまであ

り、急性期医療を中心に実施するところもあれ

ば、慢性期の療養型病院を展開する法人もある。

これら法人の提供する医療機能をおおまかに分

けて近年の事業展開の状況をみていくこととす

る。 

病院の経営指標である「1 床当たりの医業収

益」は、急性期病院は高く療養型病院や精神科

                                                   
7 1 床当たり医業収益の水準は、Research Report「2019 年度（令和元年度）病院の経営状況について」

（https://www.wam.go.jp/hp/keiei-report-r2/）を参照 

病院は低いのは既知のとおりだが、本分析対象

法人の病院事業について、2019 年度の病院事業

収益を保有病床数で除し、1 床当たり病院事業

収益を算出した。1 床当たり病院事業収益が示

す機能的な目安は、急性期病院であれば 20,000

千円超、回復期機能の病院や、急性期・慢性期含

めたケアミックス型の場合 10,000 千円超

20,000 千円未満（以下「10,000～20,000 千円」

という。）、慢性期の療養型病院や精神科病院は

10,000 千円以下とおおむね分類できる7。なお、
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注意したいのは本分析では法人単位の 1 床当た

り病院事業収益を算出している点である。例え

ば、急性期病院のほかに、回復期や慢性期の病

院まで垂直的に事業展開している法人の場合、

法人単位の 1床当たり病院事業収益は 10,000～

20,000 千円の区分に該当することもある。した

がって、当該区分には、回復期の病院を運営す

る法人だけでなく、こうした急性期から慢性期

まで展開する法人を含む点には留意されたい。 

図表 13 は、2019 年度の 1 床当たり病院事業

収益を横軸にとり、縦軸には事業収益の増減率

（2015 年度事業収益に対する 2019 年度事業収

益の増減額の割合）をとって、散布図を作成し

たものである。バブルの大きさは、2019 年度の

事業収益額に応じたものとなっている。事業規

模の大きな法人は、急性期や回復期・ケアミッ

クスといった1床当たり病院事業収益15,000千

円以上の領域で多く、5,000～10,000 千円の区

分には小規模の法人が集中的に分布している。 

2015 年度から 2019 年度にかけての収益の増

減率は、急性期を主体とする法人ではおおむね

プラスに位置し増収となっている。回復期やケ

アミックスの法人では、同様の傾向にあるが、

増収率が高い法人も複数あり、この 5 年間で大

きく収益を伸ばしている状況がみられた。逆に

10,000 千円以下の慢性期・精神科病院を主体と

する法人は一部の法人を除いておおむね±10％

の範囲で増減率が収まっていた。

（図表 13）病院主体医療法人の事業収益増減状況（1 床当たり病院事業収益×収益増減率） 

 
注）病院事業として整理する収益の範囲は、各法人により異なっていることが想定され、必ずしも正確に法人の医療機能が上記集計によ

り分類できているとは限らない点に留意されたい   

 

図表 14 では、収益変化の背景にある病床数や

定員数の変化について、1 床当たり病院事業収

益を 3 区分に分けて、病床数や介護保険施設の

定員数の変化を整理した。病床数についてはど

の区分でも減少しているが、10,000～20,000 千

円の区分の法人では減少幅はわずかであった。

10%以上の幅で病床が増減した法人は、増床よ

りも減床した法人数がやや多かったが、20,000

千円超の区分の法人は増床した法人が上回った。 

介護保険施設については、2015 年度と比べ運

営法人が増加しており、介護分野での事業展開

も進んでいた。1 床当たり病院事業収益 20,000

△30.0%

△20.0%

△10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

n=544 

2019 年度 1 床当たり病院事業収益(千円) 

2
0

1
9

年
度
事
業
収
益
増
減
率
（
対2

0
1
5

年
度
）(

％) バブルサイズ：2019 年度事業収益 



2020-011 

 
 

12 

 

千円超の区分の法人は、実施法人数こそ減少し

たが、1 法人当たりの介護保険施設定員数でみ

ると増加幅が大きい。投資余力のある急性期を

主体とする特定の医療法人が、介護保険施設に

おいても積極的に事業展開を進めているとみら

れる。 

 

（図表 14）病院主体医療法人の病床数増減等の

状況（2019 年度 1 床当たり病院事業収益区分

別）（平均）（n=544） 

区  分 

2019 年度 1 床当たり病院事業収益 

10,000 千円 

以下 

n=239 

10,000～ 

20,000 千円 

n=217 

20,000 千円 

超 

n=88 

2015’病床数 307.0 233.9 253.4 

2019’病床数 302.0 233.4 249.0 

増減 △4.9 △0.5 △4.4 

病床増減状況 ※表記：法人数（1 法人当たり病床増減） 

病床増 12(81.1) 26(97.1) 13(101.9) 

横ばい 203(△3.3) 158(0.5) 64(△0.8) 

病床減 24(△61.7) 33(△82.1) 11(△151) 

介護保険施設運営法人数 

2015’ 146 151 55 

2019’ 150 159 54 

増減 4 8 △1 

2015’定員数 131.6 151.4 146.5 

2019’定員数 132.4 149.5 165.5 

増減 0.8 △2.0 19.0 

注 1）病床増は対 2015 年度で 10％以上の増床となった法人、病

床減は対 2015 年度で 10％以下の減床となった法人、横ばいは

それ以外の法人で区分（以下、図表 15 以降においても同様の定

義で区分） 

注 2）病床増は、病床配分を受けて新設・増床するケースのほか、

他法人の病院を事業譲渡等で自法人に組み込んだケースも含ま

れる。病床減は、病床を返上したケースや、他法人に事業譲渡

したケースなどが該当 

 

こうした病院病床数の変化、介護保険施設の

定員数変化の有無により対象法人を 9 セグメン

トに分け、事業収益の増減率、2019 年度の事業

利益率、2015 年度からの事業利益率変化幅をま

とめたのでこちらも参考にしていただきたい

（図表 15,図表 16,図表 17）。 

1床当たり病院事業収益10,000～20,000千円

の法人は、増床した法人の収益増加率の高さが

顕著であるが、横ばいや減床であっても平均と

しては収益が増加していた。また、表中では左

下のセグメント、病床数が減少し介護保険施設

の定員数が増加した法人は、療養病床から介護

医療院への移行によるものも多く、移行を経て

も事業収益が増加し利益率が上昇した法人が複

数みられた。ただし、病院事業も引き続き実施

していることから、増収や増益は複合的な要因

によるものと思われる。 

 

（図表 15）病院主体医療法人の事業収益増減率

（対 2015 年度）（2019 年度 1 床当たり病院事

業収益区分別）（平均） 

 介護保険施設 

 定員増 横ばい 定員減 

10,000 千円以下（n=216） 

病

院 

病床増 － － － 

横ばい 2.7% 0.7% 1.3% 

病床減 1.5% △2.5% － 

10,000～20,000 千円（n=184） 

病

院 

病床増 20.0% 41.0% 24.9% 

横ばい 7.3% 5.7% 6.4% 

病床減 4.0% 4.0% 1.1% 

20,000 千円超（n=68） 

病

院 

病床増 － 7.4% － 

横ばい 7.2% 6.8% 9.0% 

病床減 － △1.0% － 

注 1）当該比較では建替えや大規模改修等による収益への影響を

可能な限り取り除くため、2015 年度または 2019 年度の貸借対

照表において 1 億円以上の建設仮勘定を計上している法人を除

いた 468 法人を対象とした（図表 16 および図表 17 においても

同じ） 

注 2）法人数が 5 に満たないセグメントは「－」と表記（図表 16

および図表 17 においても同じ） 

 

（図表 16）2019 年度病院主体医療法人の事業

利益率（2019 年度 1 床当たり病院事業収益区分

別）（平均） 

 介護保険施設 

 定員増 横ばい 定員減 

10,000 千円以下（n=216） 

病

院 

病床増 － － － 

横ばい 2.1% 1.3% 2.3% 

病床減 3.3% △2.4% － 

10,000～20,000 千円（n=184） 

病

院 

病床増 △1.0% △1.5% △1.1% 

横ばい 4.8% 2.6% 4.2% 

病床減 2.2% 1.5% 1.0% 

20,000 千円超（n=68） 

病

院 

病床増 － 0.3% － 

横ばい 0.9% 1.7% 3.7% 

病床減 － △0.8% － 

注）病床増の区分において利益率がマイナスとなっているのは、

増床に伴う設備投資により 2015 年度に比べて減価償却費が増

えたものや、増床後まもないため収益が計画水準に至る過程段

階であるものが含まれる影響とみられる 
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（図表 17）病院主体医療法人の事業利益率変化

（2019 年度－2015 年度）（2019 年度 1 床当た

り病院事業収益区分別）（平均） 

 介護保険施設 

 定員増 横ばい 定員減 

10,000 千円以下（n=216） 

病

院 

病床増 － － － 

横ばい △1.9% △0.3% △0.6% 

病床減 △0.7% △3.6% － 

10,000～20,000 千円（n=184） 

病

院 

病床増 △1.6% △5.6% △1.3% 

横ばい 0.6% △0.1% 0.3% 

病床減 1.4% △0.9% △0.4% 

20,000 千円超（n=68） 

病

院 

病床増 － △4.0% － 

横ばい △0.5% 0.4% △1.3% 

病床減 － △2.4% － 

 

おわりに 

本稿では、2019 年度の医療法人および社会医

療法人の経営状況について前年度と比較のうえ、

実施事業別にその特徴や傾向を確認した。また、

病院主体医療法人の事業規模やその運営病床数

等の変化について、法人の医療機能をおおまか

に分けて特徴等の把握を行った。 

コロナ禍により、急性期病院をはじめ多くの

病院・施設の経営面で影響が生じていることは

関係団体の調査やWAM短観8において明らかと

なっているが、医療法人の経営レベル（収支面、

投資面、財務面）では具体的にどの程度の影響

を受けたのであろうか。法人の実施事業の内容、

運営施設の医療機能、地域性といった要素によ

って、影響の度合いは様々であるとみられ、こ

のような部分は、次の決算をふまえ次年度以降

に整理してお届けできればと考えている。 

今後、地域の医療ニーズや人口構成は大きく

変化し、病院における医師等の働き方改革の施

行も含め、個々の実情に応じて法人運営の適切

な舵取りが求められる。本稿で示したのはあく

まで全体、あるいは各セグメントでの平均とそ

の傾向であるが、今後の事業運営に少しでも参

考となれば幸いである。 

 

 

 

 

 

 

※ 本資料は情報の提供のみを目的としたものであり、借入など何らかの行動を勧誘するものでは

ありません 

※ 本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、情報については、その完

全性・正確性を保証するものではありません 

※ 本資料における見解に関する部分については、著者の個人的所見であり、独立行政法人福祉医

療機構の見解ではありません 

 

≪本件に関するお問合せ≫ 

独立行政法人福祉医療機構 経営サポートセンター リサーチグループ  TEL：03-3438-9932  

                                                   
8 「WAM 短観（病院経営動向調査）」https://www.wam.go.jp/hp/hp-survey/ 医療法人関連は各期調査資料に記載 

https://www.wam.go.jp/hp/hp-survey/

